
○
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
六
十
九
号

特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
九
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
七
号
）
第
十

六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る
基
準
第
十
六
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か

ら
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
告
示
の
適
用
前
に
実
施
さ
れ
た
特
定
健
康
診
査
（
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
を
い
う
。
）
の
結
果
に
基
づ
く

特
定
保
健
指
導
（
同
項
に
規
定
す
る
特
定
保
健
指
導
を
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

平
成
二
十
九
年
八
月
一
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る
基
準
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大

臣
が
定
め
る
者
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関
す
る
基
準
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が

定
め
る
者
（
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。



改 正 後 改 正 前

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労

働省令第157号。以下「実施基準」という。）第16条第１項の規定に基 働省令第157号。以下「実施基準」という。）第16条第１項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める者は、特定健康診査（高齢者の医療の確保に づき厚生労働大臣が定める者は、特定健康診査（高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という。）第18条第１項 関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という。）第18条第１項

に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合に に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合に

あっては、第１に掲げる基準を満たす者とし、特定保健指導（同項に規 あっては、第１に掲げる基準を満たす者とし、特定保健指導（同項に規

定する特定保健指導をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合にあっ 定する特定保健指導をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合にあっ

ては、第２に掲げる基準を満たす者とする。なお、平成36年３月31日ま ては、第２に掲げる基準を満たす者とする。なお、平成30年３月31日ま

での間は、第２の１の⑶及び⑷中「又は管理栄養士」とあるのは「、管 での間は、第２の１の⑶及び⑷中「又は管理栄養士」とあるのは「、管

理栄養士又は保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」と、 理栄養士又は保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」と、

第２の１の⑸及び⑹中「保健師、管理栄養士」とあるのは「保健師、管 第２の１の⑸及び⑹中「保健師、管理栄養士」とあるのは「保健師、管

理栄養士、保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」とする 理栄養士、保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」とする

。 。

第１ 特定健康診査の外部委託に関する基準 （略） 第１ 特定健康診査の外部委託に関する基準 （略）

第２ 特定保健指導の外部委託に関する基準 第２ 特定保健指導の外部委託に関する基準

１ 人員に関する基準 １ 人員に関する基準

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

⑶ 動機付け支援又は積極的支援において、初回の面接（面接によ ⑶ 動機付け支援又は積極的支援において、初回の面接、特定保健

る支援の内容を分割して行う場合においては、特定健康診査の結 指導の対象者の行動目標及び行動計画の作成並びに当該行動計画

果（労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他の法令に基づ の実績評価（行動計画の策定の日から６月以上経過後に行う評価

き行われる特定健康診査に相当する健康診断の結果を含む。４の をいう。）を行う者は、医師、保健師又は管理栄養士であること

⑹において同じ。）の全てが判明した後に行う支援を含む。）、 。

特定保健指導の対象者の行動目標及び行動計画の作成並びに当該

行動計画の実績評価（行動計画の策定の日から３月以上経過後に

行う評価をいう。）を行う者は、医師、保健師又は管理栄養士で

あること。

⑷～⑺ （略） ⑷～⑺ （略）



⑻ 特定保健指導実施者（実施基準第７条第１項第２号の規定に基 ⑻ 特定保健指導実施者（実施基準第７条第１項第２号の規定に基

づき、動機付け支援対象者に対し、生活習慣の改善のための取組 づき、動機付け支援対象者に対し、生活習慣の改善のための取組

に係る動機付けに関する支援を行う者又は実施基準第８条第１項 に係る動機付けに関する支援を行う者又は実施基準第８条第１項

第２号の規定に基づき、積極的支援対象者に対し、生活習慣の改 第２号の規定に基づき、積極的支援対象者に対し、生活習慣の改

善のための取組に資する働きかけを行う者をいう。以下同じ。） 善のための取組に資する働きかけを相当な期間継続して行う者を

は、国、地方公共団体、医療保険者、日本医師会、日本看護協会 いう。以下同じ。）は、国、地方公共団体、医療保険者、日本医

、日本栄養士会等が実施する一定の研修を修了していることが望 師会、日本看護協会、日本栄養士会等が実施する一定の研修を修

ましいこと。 了していることが望ましいこと。

⑼ （略） ⑼ （略）

２ 施設、設備等に関する基準 （略） ２ 施設、設備等に関する基準 （略）

３ 特定保健指導の内容に関する基準 ３ 特定保健指導の内容に関する基準

⑴ 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第７条第１ ⑴ 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第７条第１

項及び第８条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める特定保 項及び第８条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める特定保

健指導の実施方法（平成25年厚生労働省告示第91号）に準拠した 健指導の実施方法（平成20年厚生労働省告示第９号）に準拠した

ものであり、科学的根拠に基づくとともに、特定保健指導の対象 ものであり、科学的根拠に基づくとともに、特定保健指導の対象

者の特性並びに地域及び職域の特性を考慮したものであること。 者の特性並びに地域及び職域の特性を考慮したものであること。

⑵～⑹ （略） ⑵～⑹ （略）

４ 特定保健指導の記録等の情報の取扱いに関する基準 ４ 特定保健指導の記録等の情報の取扱いに関する基準

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略）

⑹ インターネットを利用した支援を行う場合には、医療情報の安 ⑹ インターネットを利用した支援を行う場合には、医療情報の安

全管理（組織的、物理的、技術的、人的な安全対策等）を徹底し 全管理（組織的、物理的、技術的、人的な安全対策等）を徹底し

、次に掲げる措置等を講じることにより、外部への情報漏洩、不 、次に掲げる措置等を講じることにより、外部への情報漏洩、不
え い え い

正アクセス、コンピュータ・ウイルスの侵入等を防止すること。 正アクセス、コンピュータ・ウイルスの侵入等を防止すること。

ア （略） ア （略）

イ インターネット上で特定保健指導の対象者が入手できる情報 イ インターネット上で特定保健指導の対象者が入手できる情報

の性質に応じて、パスワードを複数設けること（例えば、特定 の性質に応じて、パスワードを複数設けること（例えば、特定

健康診査の結果のデータを含まないページにアクセスする場合 健康診査の結果（労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その

には英数字のパスワードとし、特定健康診査の結果のデータを 他の法令に基づき行われる特定健康診査に相当する健康診断を

含むページにアクセスする場合には本人にしか知り得ない質問 含む。この⑹において同じ。）のデータを含まないページにア

形式のパスワードとすること等）。 クセスする場合には英数字のパスワードとし、特定健康診査の



結果のデータを含むページにアクセスする場合には本人にしか

知り得ない質問形式のパスワードとすること等）。

ウ・エ （略） ウ・エ （略）

⑺ （略） ⑺ （略）

５ 運営等に関する基準 （略） ５ 運営等に関する基準 （略）


	⑥－２特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第十六条第一項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者の一部を改正する告示.pdf

